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　日本共産党京都市会議員団は、2015年の統一地方選挙で改選14議席から18議席に躍進。市会第二党を堅持

するとともに、自民党市会議席21名（現在20名）に迫りました。この結果、本会議代表質問時間は、2014年

５月～2015年２月まで４議会228分から2015年５月から2016年２月までの４議会280分に拡大。このパワーア

ップした力を生かし、市民のいのちと暮らし・京都の良さを守るために頑張ってきました。

国の悪政を京都市政に持ち込み、自治体を変質させる門川市政と対決
　■　福祉関連経費の削減、公務の民営化、職員削減の「京プラン」撤回迫る

　■　大企業が活動しやすい京都づくり進める門川市政と対決

安心して住み続けられる京都に
１、市民のいのちと暮らしを守る

　■　敬老乗車証制度の改悪を５年間ストップ

　■　高すぎる介護保険料、国民健康保険料の引き下げを一貫して要求

　■　力合わせ〝子育て環境〟の充実を求め、入学準備金の入学前支給を実現

　■　若者支援…ブラックバイト・ブラック企業の根絶、京都市独自の給付制奨学金制度創設を迫る

　■　市民の足を守る…バス待ち環境の改善、利便性の向上、地下鉄転落防止柵などを実現

　■　ＬＧＢＴ等の施策の前進を求める

２、連続する豪雨災害、地震の危険から市民のいのちと暮らし・財産を守る

市独自の住宅再建支援制度を実現

３、賃上げ、労働条件改善と一体で中小企業支援を…地域循環型経済を提案

　■　アベノミクスは破綻｡ 消費税10％増税中止を国に求めるよう迫る

　■　インバウンド頼み、呼び込み型経済対策から、地域循環型経済対策へ転換を

　■　公契約条例で賃上げと労働条件の確保を

４、住環境を壊す「違法民泊」は許さない　～「住んでよし　訪れてよし」の観光政策を～

　■　民泊問題なら共産党

　■　過大な観光客・宿泊客誘致目標で、市民生活を壊す観光政策の見直しを

５、京都のまちを大企業の好き勝手にさせない

　■　市民の声聞かず「文化で稼ぐ」を強引に推進

▶「京都市美術館整備計画」の見直しを

▶世界遺産、二条城・下鴨神社の景観を守るたたかいでの共同

　■　呼び込み型の開発行政を厳しく批判…暮らし優先の市政へ転換求める

▶市内高速道路の破綻を認めさせ、「直ちに廃止の手続きに入る」よう強く求める

▶北陸新幹線の延伸計画、リニア新幹線計画の中止を求める

▶焼却灰溶融炉ストップ　

６、安倍暴走政治にはっきり物言う自治体を…戦争法、原発再稼働、共謀罪など

市民の声をとどけ、市民の立場でしっかり議論する議会に…議会改革をリード
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国の悪政を京都市政に持ち込み、
自治体を変質させる門川市政と対決
門川市長は、国がすすめる大企業が活躍できる国づ
くり、地方切り捨てを柱とする地方創生路線を京都市
政に率先して持ち込み、「外から稼ぐ力を引き込む」
「文化で稼ぐ」を市政運営の柱に据えました。
また「財政が厳しい」を口実に、「京プラン（京都市
基本計画）」（2011年～2020年）で打ち出された社会福
祉関連経費の大幅な縮減、職員削減、公務の民営化・
民間移管など市民負担増・サービス切り捨てによって
市の財源を確保しようとしています。その一方、投資
的経費（大型事業など）は2018年度予算で過去10年間
で最高額となる870億円を計上。また、堀川地下バイ
パストンネル計画、北陸新幹線、リニア新幹線京都誘

前期「京プラン実施計画」（2012～2015年）では、
社会保障費の大幅削減など市民生活を支える重要な分
野についていっそうのサービス削減を実行。その結
果、政令市の中で京都市は、非正規雇用率ワースト
1、事業所減少率ワースト２となり、雇用の不安定と
低賃金構造が拡大し、多くの中小零細企業が廃業・倒
産に追い込まれる事態となっています。
さらに後期「京プラン実施計画」（2016～2020年）
では、前期「京プラン」が、市民の暮らしを壊したこ
とへの反省がないまま、社会福祉関連経費、公営企業
への繰り出し金などを含む消費的経費の大幅削減を行
うなど、「前期実施計画で見込んだ以上の財源確保
を」といっそうの行政サービス削減実行を宣言。高す
ぎる国民健康保険料、足りない高齢者福祉施設、京都
の良い保育を支えてきたプール制の形骸化や待機児の
実態を無視した保育政策、敬老乗車証制度の改悪検
討、市民の相談体制の弱まりと市税等の取り立て強化
などに市民の不安は大きく広がっています。とりわけ
2018年度予算では、①生活保護費の削減など社会保障
の切り捨て、保育料引き上げ・市営保育所の民間移管
計画、深草墓園納骨堂使用料の値上げなど「ゆりかご
から墓場まで」のサービス切り捨てと市民負担増、②
区役所窓口業務の民間委託など公務の産業化で、民間

企業に儲けの
場を提供。③
職員削減をさ
らにすすめ、
民泊対応や税
務部門の縮小
など行政サー
ビスは後退。
職員は長時間
労働を強いら
れ、交通局職
員の長時間労
働による過労
自殺という痛
ましい事態ま
で引き起こし
ています。職

京プラン後期実施計画

門川市長は、国・財界の求める地方創生路線であ
る、大企業がもっとも活動しやすい国・地方づくりを
忠実に実行。地方創生の京都版である京都創生総合戦

致など、さらなる大型開発を進めようとしています。
党議員団は、福祉切り捨て、呼び込み型の開発行政
を進める市長提案ときっぱり対決。市民の切実な願い
を優先的に予算に反映させるために、2018年度２月市
会に、「大型事業を見直し、暮らし福祉に」と予算の
組み替え提案を行い、いのち・暮らしを守る政策への
転換を強くもとめました。
一方、自民・公明・国民みらい（旧民進）の各会派
は、福祉切り捨て、開発優先の市長提案のすべてに賛
成。京都党、日本維新の会は、更なる福祉や職員の削
減、民営化を進めるよう強く求め、市長の提案を支持
してきました。

■　福祉関連経費の削減、公務の民営化、職員削減の「京プラン」撤回迫る

■　大企業が活動しやすい京都づくり進める門川市政と対決

員の労働時間は、過労死ラインとされる80時間を超
え、100時間の時間外勤務が発生するなど、市職員削
減は限界に来ています。党議員団は、「京プラン」は
市民の暮らしを守るという自治体本来の役割を投げ捨
てるものとして厳しく批判。「京プラン」の撤回を強
く迫っています。

略を策定しました。後期「京プラン実施計画」では、
「民間活力を徹底的に活かすための環境整備」として
「多様な民間投資を促進するための柔軟な都市計画手
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安心して住み続けられる京都に
党議員団は、市民の暮らしの実態によりそい、生活
相談6500件以上（３年間）、いのちと暮らしを守るた
めに全力を挙げてきました。生活相談に表れた深刻な
実態、民泊・開発実態調査、介護事業者アンケート、

敬老乗車証「家計簿調査」、ブラックバイト実態アン
ケート、交通実態調査などを通じてつかんだ実態をも
とに市民と共同した運動と市会論戦を展開、市政を動
かし市民の願いを実現してきました。

法の活用」「市有地・民有地の産業用地としての積極
的な活用」を明記。京都駅周辺の162㌶もの地域を
「都市再生緊急整備地域」に指定し、企業が自由に開
発提案できるように規制緩和。さらに、企業が「市有
地・民有地」を全面活用できるようにする方針のもと

元清水小学校（東山）跡地はホテルに

で、京都市民の財産でもある学校跡地や京都市中央卸
売市場の一部を民間企業の儲けのために差し出しまし
た。東山区・元清水小学校、中京区・元立誠小学校で
は跡地にホテル建設計画が打ち出され、地域住民のコ
ミュニティ・防災の拠点が失われる事態になっていま
す。党議員団はこうした大企業のためのまちづくりの
方向ときっぱり対決し、安心して住み続けられる京都
を提案しています。

敬老乗車証制度の改悪方針の提案から５年間にわた
って改悪実施を許していません。「守ろう敬老乗車証
連絡会」と共同してキャラバン宣伝、集会デモにくり
返しとりくみました。「連絡会」は３万7000筆の署名
を提出。また、「連絡会」は１ヶ月にわたって「敬老
乗車証をどれだけ活用したか　家計簿アンケート」を

■　高すぎる介護保険料、国民健康保険料の引き下げを一貫して要求

■　敬老乗車証制度の改悪を５年間ストップ

１、市民のいのちと暮らしを守る

実施。こうした運動が力とな
り、議会で党議員団がくり返
し取り上げる中で、市長は
「応益負担の改悪」には触れ
ず「制度は残す」と答弁。改
悪実施に踏み切れない状況を
作り出しています。

高すぎる介護保険料、2017年度からはじまった介護
の総合事業への移行に伴う事業者の不安の実態をつか

もうと、710の介護事業者と介護保険利用者にアンケ
ートを実施。104の事業者、450人の介護保険利用者か

敬
老
乗
車
証
「
家
計
簿
調
査
」

「敬老乗車証を守れ」集会
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ら回答が寄せられ、それにもとづいて「介護シ
ンポジュウム」や懇談を重ね、２度にわたっ
て、京都市に介護保険料の軽減・改善提案をお
こないました。また、高すぎる国民健康保険料
の引き下げを一貫して要求。国保料の引き上げ
を許さない力となっています。

介護保険シンポジュウム

事
業
所
・
市
民
対
象
の
介
護
保
険
ア
ン
ケ
ー
ト

「みんなのいのち守る署名」行動

小学校入学時など、就学援助の支給が十分でなく、
支給が入学後になる問題の改善は、長年の父母の願い

ＬＤＡ―ＫＹＯＴＯ（生きやすい京都をつく
る全世代行動）の皆さんと一緒にブラック企業
・ブラックバイトの実態調査を実施、市に対策
を求めました。市長も「ブラックバイト・ブラ
ック企業根絶」を表明。京都府・京都市・労働
局の三者でブラックバイト対策協議会を発足さ
せ、実態調査、相談窓口設置、大学のオリエン
テーションの資料に働くルールを入れることな
どが実現。またＬＤＡ―ＫＹＯＴＯの皆さんと
給付制奨学金の実現を求める運動と論戦にとり
くんできました。議会でも「給付制奨学金の創
設を求める」意見書が全会一致で採択されまし
た。

党
議
員
団
主
催　
　
　
　
　
　
　
　

保
育
所
・
待
機
児
童
問
題
報
告
懇
談
会

■　�若者支援…ブラックバイト・ブラック企業の根絶、京都市独自の給付制奨学金制度創設を迫る

■　力合わせ〝子育て環境〟の充実を求め、入学準備金の入学前支給を実現

利条例制定」に向け、「京都子どもネット」が発足し、
子どもの実態告発のシンポなどが開かれています。

でした。父母の皆さんの粘り強い要求運動
と議会論戦によって、ついに扉が開き、
2017年度から入学準備金は２倍に。入学前
支給は2018年度から実施されるようになり
ました。また、父母の皆さんと共に子ども
の医療費、通院も中学校卒業まで無料化、
全員制の温かい中学校給食の実現強く迫っ
ています。また、子育てしやすい京都を作
る上で、その基本条例となる「子どもの権

Ｌ
Ｄ
Ａ
―

Ｋ
Ｙ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
と
共
に
宣
伝
す
る
党
議
員
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バ
ス
待
ち
環
境
を
調
査
す
る
党
議
員

「市バスをもっと通してほしい」との要望を受け議
会でくり返し取り上げてきました。伏見区など市バス
の増便、新系統実現。ベンチや上屋などバス待ち環境
の改善。市内均一区間拡大など市バスの利便性の向
上、民間バスの施設改善補助制度の実現、地下鉄烏丸
線３駅で転落防止柵を実現しました。2017年３月、阪
急西院・嵐電西院駅を結ぶ通路と同時にエレベーター
の供用が実現。「地下埋設物が多い」「駅構造上困難」
と言われながら20年。「住みよい西院学区をつくる
会」の皆さんと、署名に取り組むなど粘り強い運動と
議会での論戦が実ったものです。

■　市民の足を守る…バス待ち環境の改善、利便性の向上、地下鉄転落防止柵などを実現

党議員団は、関係者との懇談、他都市調査をもとに
代表質問や委員会質疑でくり返し対策を求めました。
京都市は「51団体から全体像の調査をはじめた。様式
（申請書等）、トイレの表示などについて大阪市や大
津市の視察を行った」「264事例（ＬＧＢＴ法連合会

「社会で直面する困難リスト」）について、庁内関係
課で集まってもう少し掘り下げた検討を行いたい」
「ＬＧＢＴの研究会を発足させたので連携を図ってい
きたい」と答弁。また、市会でこの問題での意見書が
採択（17年11月市会）されました。

■　ＬＧＢＴ等の施策の前進を求める

市独自の住宅再建支援制度を実現
2010年代の連続する豪雨災害に対し、被害の実態を
直ちに調査・聞き取り、いのちと暮らしを守る政策を
提案。梅津の排水機場設置実現。山科の安祥寺川、四
宮川の改修工事の着工。桂川・宇治川防災と重要橋梁
・宮前橋の耐震改修工事がはじまりました。2013年の
淀・向島地域の集中豪雨による被害対策を住民ととも
に京都市へ訴え、2017年５月に冠水解消工事が実現。
また、左京区・北白川仕伏町で起こった2015年台風
11号豪雨による土砂崩れ被害（建物全壊など）につい
て、緊急対策を求めました。被災規模が小規模なため
国や府の被災者支援制度の適用外となっていることを

大阪北部地震・伏見区淀地域での調査

２、連続する豪雨災害、地震の危険から市民のいのちと暮らし・財産を守る　

京都市への申し入れ伏見区・小栗栖宮山地域の土砂崩れ現場



- 5 -

質し、初めて市独自の住宅再建支援制度を創設させま
した。2018年６月の大阪北部地震、７月の西日本豪雨
災害では、直ちに被害地域を調査。被災者の願いに応
えるよう求め、ブロック塀の改修、市独自の住宅再建
支援制度の拡充、耐震改修制度の柔軟な適用など強く

求め、生活再建に向けた施策の前進を勝ち取りました。
2017年の大雪による農林被害について、党議員団

は京北などで被害の現状を調査。生産者の声をもとに
「緊急対策」の申し入れを行い、支援策が強化されま
した。

党議員は、経済の現状について、実質賃金の減少、
非正規雇用の増大、消費支出の減少などの事実を示
し、「アベノミクスによって大もうけしたのは一部の
大企業だけ」とアベノミクスの破綻を指摘。大企業中
心の呼び込み型経済政策ではなく、中小企業・くらし
応援の経済政策に転換すべきこと。また、消費税10％

■　アベノミクスは破綻。消費税10％増税中止を国に求めるよう迫る

３、賃上げ、労働条件改善と一体で中小企業支援を…地域循環型経済を提案

増税の中止を国に求めるよう強く迫りました。ところ
が京都市は「全体として景気は回復基調にある」と市
民の「景気回復を実感できない」という認識とかけ離
れた答弁に終始。消費税増税についても「社会保障に
要する費用を安定的に確保し、消費一般に広く負担を
求めるもの」と増税容認の姿勢です。

党議員団は、「インバウンドなど外からの稼ぐ力に
頼る経済対策」「呼び込み型の開発行政」が、京都経
済を歪め、京都を住み続けることが困難な街にしてい
ると指摘。異常な地価の高騰で若い世代が京都市内か
ら流出しはじめていること。ホテルや民泊の激増によ
って地域コミュニティが成り立たなくなっている地域
が生まれていること。大手スーパーの進出などで地域
の身近な商店街が衰退していること。さらに、市外の
大手企業・外国資本中心の呼び込み型の開発によって
利益の多くが京都市外に流れ、京都経済を支えてきた
伝統地場産業、中小企業・中小旅館などの衰退が顕著
なこと。また、開発のための規制緩和によって、京都
の景観が失われ、京都観光そのものの質の低下を招い
ていることを指摘。住み続けられる京都にするために

■　インバウンド頼み、呼び込み型経済対策から、地域循環型経済対策へ転換を

「呼び込み型の開発、大型事業を見直し、福祉・暮ら
しを守り、地域循環型の経済対策への転換」を強く求
めてきました。
京都市の事業所減少率は政令市でワースト２位、事
実上の大型店誘導の仕組みとなっている「商業集積ガ
イドプラン」制定後、51もの大型店が出店、この結
果、多くの商店が廃業に追いこまれています。党議員
団は、京都市に中小企業・小売店の実態調査を求める
とともに、中小企業振興基本条例の制定、地域のまち
づくりや地域内循環型経済の推進をはかるため、区役
所に中小企業振興の窓口の設置、零細企業への固定費
助成（人件費や工場の家賃、機械のリース代など）、商
店リフォーム助成・住宅リフォーム助成など実効ある
対策を求めています。

2015年、党議員団は、公契約条例の制定にむけ様々
な団体と懇談を重ね、「提言」を発表。条例がよりよ

公共事業の現場視察

党議員団の提言

■　公契約条例で賃上げと労働条件の確保を

いものになるよう運動
と論戦を強めてきまし
た。2015年10月、公契
約基本条例が制定され
ましたが、賃金条項が
欠落しており、党議員
団は、「賃金条項は、
現場労働者の賃上げを
確保するとともに、市
内業者への発注促進に
つながるものであり条
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「民泊」と京のまちを考えるつどい
（2018年１月27日）

「民泊」チラシ

党議員団は「違法民泊」に関する
相談が相次ぐ中で「民泊対応ハンド

４、住環境を壊す「違法民泊」は許さない　～「住んでよし　訪れてよし」の観光政策を～

■ 民泊問題なら共産党

ブック」を作成し５万枚配布。東山
をはじめとした実態調査。２回の
「民泊問題」シンポジュウムや緊急
報告懇談会に取り組み、京都市内に
おける「違法民泊」「違法状態の簡
易宿所」の実態をつかむと共に、町
内会やマンション管理組合の方々と
共同して、「違法民泊」許さず、住
環境を守るたたかいを粘り強くすす
めてきました。その結果、「違法民
泊」や「違法状態の簡易宿所」の撤
回、事業者と住民の協定書締結など
重要な成果を次々作り出していま

東
山
区
で
の
民
泊
実
態
調
査

例に加えるべき」と提案し論戦。「国では設計労務単
価を31％アップさせているのに、京都の現場では４％
程度しか賃金に反映されていない」という京都建築労
働組合の調査を示し、実態を市としてもつかみ、賃金
の底上げが図られるようにすべき、そのためにも賃金

の下限を定める賃金条項を公契約条例に加えるべき、
と繰り返し求めました。また、中小企業支援と一体
で、最低賃金を時給1500円以上にすべきと提案してい
ます。

す。
このたたかいの中で自治連や町内会の皆さんをはじ
め、全日本ホテル旅館協同組合、京都府旅館業組合、
京都ホテル協会、マンション管理組合、観光旅行業者
の皆さんとの共同が画期的に広がりました。全日本ホ
テル旅館協同組合・金沢孝晃理事長の党への期待の表
明、深草の自治会からの市会議員団へのお礼状など
「民泊問題なら共産党」といった声が広がっていま
す。
党議員団は、民泊新法の成立によって「違法民泊」

が合法化され、いっそう住環境が破壊されるとして、
国会議員団とも連携し、国政交渉を行うなど国への働
きかけを強めてきました。
党議員団は、民泊新法が成立した下で京都市として
独自の厳しい規制条例を作るべきとして、例外なく
「管理人の常駐」明記を求めた独自の「規制条例案」
を提案（他会派の反対で否決）。京都市も「違法民泊
根絶」「体制強化」を言わざるを得なくなりました。
また、市会の他会派も何らかの規制の必要性について
言わざるを得ない状況をつくりだしました。また、
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2018年５月市会では、国が旅館業法の規制緩和として
客室数の規制撤廃や、玄関帳場等の基準緩和を打ち出
す中で京都市の対応が問われました。党議員団は、京
都市の旅館業法改正案は、小規模な簡易宿所につい

て、「施設内に常駐者がいなくてよい」とするもので
あり、施設内での常駐を例外なく義務づけるよう「条
例の一部改正案」を提案してたたかいました。

「モニュメント壊すな」宣伝

モニュメント「空にかける階段 ’88―Ⅱ」

京都市は、地域住民が迷惑や不安を感じ、住みにく
くなるような観光客誘致・宿泊施設拡充を進めていま
す。門川市長は「まだまだ宿泊施設は足りない」との
姿勢です。
党議員団は、「これ以上の観光客誘致、宿泊施設拡

■　過大な観光客・宿泊客誘致目標で、市民生活を壊す観光政策の見直しを

■　市民の声聞かず「文化で稼ぐ」を強引に推進

充誘致は京都市民の暮らしを壊すことになるばかり
か、京都観光の質を低下させることになる」と厳しく
指摘。観光客・宿泊客の過大な誘致目標の見直し、宿
泊施設の拡充誘致方針の撤回、観光政策の見直しを強
く求めています。

京都市美術館の再整備をめぐって、美術館の命
名権契約で京セラに「優先利用権が与えられる」
ことが大きな問題に。美術関係者や市民と共に
「市民の財産を売り渡すもの」（50年50億円）と
厳しく批判。他会派にも呼びかけて「議会と十分

▶「京都市美術館整備計画」の見直しを

５、京都のまちを大企業の好き勝手にさせない

暴挙」として切断撤回を求めました。また、美術
館の再整備に当たって、美術団体の展示場所が確
保されない問題も浮上。これら一連の問題で美術
関係者、美術団体との共同が画期的に前進しまし
た。

な議論を行い、市民の信頼を回復
することを求める決議」が全会一
致で可決されました。また、市は
美術館の再整備に当たり、作者の
意思を無視してモニュメント（空
にかける階段 ’88―Ⅱ）切断の方
針を打ち出しました。このこと
に、彫刻家団体や美術団体が強く
抗議、切断撤回を求める事態にな
りました。市議団も「前代未聞の

京
セ
ラ
前
で
の
宣
伝
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2016年５月19日、「京都市京都高速道路検証専
門委員会」が、市長宛て「意見書」を提出。４年
前の第一回以来、計４回の委員会開催を経て、高
速道路未着工３路線の「効果は限定的であり
（略）見直し」と結論づけました。党議員団は、
「既に４年前の市長選で、市長は『廃止の方向』
と公約されており、その具体化が、求められてき

世
界
遺
産
・
二
条
城
、
駐
車
場
建
設
の
た
め
の

松
の
木
の
伐
採　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

北陸新幹線の延伸計画について、莫大な費用の
見積もりも不明確、環境への影響、在来線への影
響などが懸念されると問題点を指摘し、延伸計画

の中止を強く求めています。また、リニア新幹線
の京都誘致運動もやめるよう強く求めています。

■　呼び込み型の開発行政を厳しく批判…暮らし優先の市政へ転換求める

▶市内高速道路の破綻を認めさせ、「直ちに廃止の手続きに入る」よう求める

▶北陸新幹線の延伸計画、リニア新幹線計画の中止を求める

たもので、今回の意見書は、順当な判断。市長
は、直ちに、都市計画の手続きに則って、きっぱ
りと廃止すべき」と「見解」を発表しました。さ
らに、市内高速道路建設に代わって打ち出された
堀川地下バイパストンネル計画の中止を求めてい
ます。

党議員団は、２回にわたっ
て京都駅周辺や東山など開発
の実態を調査。下鴨神社境内
のバッファゾーンへのマンシ
ョン建設をめぐり、住民は１
万3000の国際署名を集めパリ
のユネスコに提出。党議員団
は、あくまでも業者の立場で
建設を推し進めようとする京
都市と対決しました。
また、二条城北西にある松

の木を伐採して大型バス駐車
場建設計画が浮上。近隣住民
は「住民の会」を結成し、

焼
却
灰
溶
融
施
設
を
調
査
す
る
党
議
員

焼却灰溶融施設プラント設備工事について、計
画段階から反対を表明してきました。◯灰溶融炉
処理は技術的に未完成であること◯全国の自治体
ではコスト高により運転中止が相次いでいること
◯総事業費175億円、年間運転経費20億円という
巨額の無駄遣いであることを指摘し中止を求めて
きました。しかし、強引に工事を推し進めようと
した京都市と住友重工の計画は破綻し、最終的に
154億円の和解金を住友重工が支払うことになり
ました。

▶焼却灰溶融炉ストップ　

▶世界遺産、二条城・下鴨神社の景観を守るたたかいでの共同

5000人を超える署名と共に「撤回求める請願書」
が出され、党議員団はその声をもとに議会で論

戦。撤回には至りませんでしたが、バス駐車場20
台の計画を10台に縮小させました。
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党議員団は、「市民の生活の深刻な実態、市財政の
状況から考えて議員報酬は見直すべき」と３割削減を
提案し、すべての会派に働きかけています。現在、全
会一致で一割削減が実施されています。また、政務活
動費の可視化が求められる中、政務活動費のインター
ネット公開を提案。2016年８月からネット公開が開始
されるようになりました。海外行政調査は、市民の暮
らしが大変な中、党議員団は参加していません。他会
派にも中止を呼びかけています。
また、「オール与党」による議会３役のたらい回し
を批判。第一党議長、第二党副議長など民意を反映し
た議会運営を求めています。党議員団は、常任委員会
委員長１名、同副委員長３名、市会改革委員会副委員
長、議会運営委員会副委員長、予決算特別委員会副委

市民の声をとどけ、市民の立場でしっかり議論する議会に
…議会改革をリード

員長２名の役職を獲得。市民の声が市政に反映され、
民主的な討論が保証されるように力を尽くしていま
す。
党議員は、2015年５月市会から2018年２月市会まで
に出された55件の請願のうち47件の紹介議員（85.４
％）になっています。請願について、市民の願いが生
かされるよう、請願者の趣旨説明や委員会の直接傍聴
をすべての常任委員会で直ちに実施するように強く求
めています。

市民の立場に立ってはっきり物言う日本共産党京都
市会議員が大きく伸びれば（自民党を抜いて第一党
へ）いのちと暮らしを守り、京都の良さを守る市政実
現の大きな力となります。

門川市長は「原発に依存しない社会」と言いなが
ら、一方で「世界一厳しい新規制基準」の適用を前提
に再稼働を容認。しかも、答弁では福井の原発群につ
いて「原発の同時事故は想定していない」など無責任
な姿勢に終始しています。
党議員団は、福島原発事故の教訓から、「UPZ圏に
とどまらず京都市全域が原発事故の被害を受ける危険
がある」と指摘。2017年５月市会で党議員は、「高浜

６、安倍暴走政治にはっきり物言う自治体を…戦争法、原発再稼働、共謀罪など
原発はトラブル続き、免震棟は未完成、使用済み核燃
料の再処理のめども立っていない、避難計画や訓練も
不十分」であることを指摘し、「危険な原発、同時事
故という事実を認め再稼働反対の声を上げるべき」と
追及。全住民に安定ヨウ素剤の事前配布を決定し実行
している篠山市を調査し、京都市民のすべてを対象
に、安定ヨウ素剤の配布を求めました。同時に再生可
能エネルギーの本格的促進を求めした。

安倍内閣総辞職求める党議員

バイバイ原発京都集会参加の
党議員　　　　　　　　　　

戦争法廃止を求める「19
日行動」をはじめ、原発再
稼働や共謀罪法に反対する
各地の集会デモに参加。議
員団としての独自の宣伝に
も取り組んできました。働
き方改革の問題などで他党
とも共同して意見書を提
案。戦争法廃止や森友・加
計問題、公文書ねつ造問
題、自衛隊日報問題等の徹
底究明を国に求めるよう繰
り返し求めました。
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